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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第12期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第13期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第12期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

売上高 (千円) 4,985,598 3,062,641 18,420,457

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) 32,687 △265,242 △741,866

四半期(当期)純損失(△)(千円) △580,333 △658,330 △9,547,715

純資産額 (千円) 12,659,309 2,959,842 3,594,063

総資産額 (千円) 18,519,763 10,323,061 12,280,705

１株当たり純資産額 (円) 24,192.05 5,726.03 6,911.09

１株当たり四半期(当期)
純損失(△)

(円) △1,126.05 △1,277.31 △18,524.90

潜在株式調整後　　　
１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) ― ─ ─

自己資本比率 (％) 67.3 28.6 29.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △922,721 △147,279 △13,611

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △322,622 527,655 △3,626,469

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △185,251 △817,125 2,493,878

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 3,091,264 2,975,143 3,411,892

従業員数 (人) 1,316 968 1,074

 (注)１.売上高には、消費税等は含まれておりません。
     ２.潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式は存在しますが１株
　　　　当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において「経営支援サービス」のうち金融支援サービスからの撤退を平成21

年５月11日開催の取締役会において決議しております。

また、関係会社の異動については、「３　関係会社の状況」に記載のとおりであります。

　

３ 【関係会社の状況】

　　当第１四半期連結会計期間における重要な関係会社の異動は以下のとおりであります。
 

(1) 合併

株式会社テレウェイヴリンクス（連結子会社）及び株式会社アイピーアンドケイ（連結子会社）は、

平成21年４月１日付で当社が吸収合併いたしました。

 

(2) 除外

株式会社築地魚河岸やっちゃば倶楽部（連結子会社）及び株式会社アペックス・インターナショナル

（連結子会社）は、当社が保有する株式をすべて売却したため関係会社に該当しなくなりました。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　　　　　　　　平成21年６月30日現在

従業員数(人) 968　[ 324 ]

　(注) 従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社
       グループへの出向者を含む)であり、臨時従業員数は[　]内に当第１四半期連結会計期間の平
　　　 均人数を外数で記載しております。なお、臨時従業員はアルバイトであり、派遣社員は除い
　　　 ております。

　

(2) 提出会社の状況

　　　　　　　　平成21年６月30日現在

従業員数(人) 824　[  271 ]

　(注) 従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む)
　　　 であり、臨時従業員数は[　]内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており
　　　 ます。なお、臨時従業員はアルバイトであり、派遣社員は除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当第１四半期連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。
　

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

前年同四半期比(％)

ソリューション事業(千円) 243,095              50.3

合計(千円) 243,095              50.3

(注) 　本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

前年同四半期比(％)
 

ソリューション事業(千円) 3,062,641              61.4

合計(千円) 3,062,641               61.4

(注) １．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．主な相手先別販売実績及び総販売実績に対する割合、品目別販売実績、地域別販売実績は次のとおりでありま

す。

　
　　　　①　主な相手先別販売実績

相手先

前第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

㈱クレディセゾン 1,459,834 29.3 947,427 30.9

　　 (注)　本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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　　　②　品目別販売実績

品目別

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

金額（千円） 前年同四半期比(％)

ソリューション事業計 3,062,641 61.4

　

小売業向けソリューション 771,817 62.8

工務店及び工事会社向けソリューション 547,326 57.7

医療機関向けソリューション 435,202 78.2

飲食業・仲卸業向けソリューション 686,636 54.9

美容業向けソリューション 98,496 111.7

士業向けソリューション 1,826 9.5

製造業向けソリューション 251,294 57.3

運送業向けソリューション 124,362 62.6

その他 145,680 79.8

合計 3,062,641 61.4

　　　　　(注)　本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
　　　③　地域別販売実績

地域別

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

金額（千円） 前年同四半期比(％)

ソリューション事業計 　 3,062,641 61.4

　 関東地域 2,137,887 57.7

　 関西地域 354,182 81.1

　 東海地域 251,363 53.9

　 東北地域 50,870 149.4

　 九州地域 165,345 77.7

　 中国地域 99,520 95.7

　 北海道地域 3,471 13.3

合計 3,062,641 61.4

　　　　 (注)　本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

　

（１）経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、在庫調整の進展や中国向け需要の回復を受け一

部で輸出や生産の持ち直しが見られたものの、昨年秋からの金融危機の影響により依然として経済情

勢の不透明感が強く、個人消費の低迷が続く厳しい状況となりました。また、当社の顧客層である小企

業におきましても、一部の製造業で小幅な改善がみられたものの、非常に厳しい状況が続いておりま

す。 

　このような状況の下、当社グループにおきましては、事業の柱であるＩＴパッケージ販売に経営リ

ソースを集中させることによる「本業回帰」をテーマに掲げ、周辺事業の縮小、グループ再編及び組織

規模の最適化、財務基盤の強化、内部統制の再構築に取り組んでまいりました。

　これらの結果、前年同期に対して減収減益となり、売上高は3,062百万円（前年同期は4,985百万円）、

営業損失は291百万円（前年同期は営業損失11百万円）、経常損失は265百万円（前年同期は経常利益

32百万円）、四半期純損失は658百万円（前年同期は四半期純損失580百万円）となりました。

[売上高について]

・ＩＴパッケージ

ＩＴパッケージにつきましては、経済環境が引続き厳しい状況である中、当社のターゲット顧客であ

る小企業の需要が、依然として改善するまでには至りませんでした。その結果、新規受注件数が伸び悩

み、売上高は1,619百万円（前年同期比32.3％減少）となりました。

・経営支援サービス

経営支援サービスにつきましては、ＩＴパッケージの累積顧客数の増加によりカスタマサポート売

上は順調に推移いたしました。一方で、主力事業であるＩＴパッケージを中心とした「本業回帰」の

テーマに則り、ＩＴパッケージと親和性の低い開業支援サービスの縮小を図ったこと、また金融支援

サービスからの事業撤退、及び情報通信機器事業の譲渡等、経営支援サービスの事業縮小を行った結

果、売上高は1,130百万円（前年同期比38.9％減少）となりました。

・その他

その他の事業子会社につきましては、「選択と集中」によるグループ再編及び組織規模の最適化を

行ったことにより、グループ連結子会社数が前期第１四半期末12社から、当第１四半期末には６社にま

で減少したことにより、売上高は311百万円（前年同期比57.9％減少）となりました。

　　[販売費及び一般管理費について]

前連結会計年度から引続き行っている「選択と集中」によるグループ再編及び組織規模の最適化を

図った結果、グループ人員数が前年同期比1,316名から当第１四半期末には968名まで減少したことに

よる人件費の減少、本社オフィスをはじめとした支店の移転による地代家賃の削減、及び全社的なロー

コスト・オペレーションを推進した結果、販売費及び一般管理費は2,268百万円（前年同期比32.9％減

少）となりました。
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（２）財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて18.6％減少し、4,604百万円となりました。これは主に現金及

び預金が512百万円、売上高減少に伴い受取手形及び売掛金が203百万円減少したことによるものであ

ります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて13.7％減少し、5,718百万円となりました。これは主に、保有株

式の売却により投資有価証券が340百万円、本社移転等により敷金及び保証金が286百万円減少したこ

とによるものであります。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末と比べて18.4％減少し、6,096百万円となりました。これは主に、借入

金の返済により短期借入金727百万円及び１年内返済予定の長期借入金90百万円、本社移転により移転

損失引当金が275百万円減少したことによるものであります。

　固定負債は、前連結会計年度末と比べて4.0％増加し1,266百万円となりました。これは主に、預り保証

金等のその他固定負債が58百万円増加したことによるものであります。

　

（３）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の残高は、以下

の各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因により、当第１四半期連結会計期間末は2,975百万

円（前年同四半期は3,091百万円）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、147百万円の減少（前年同四半期は922百万円の減少）とな

りました。これは主に、賃貸用店舗資産の売却による収入280百万円があったものの、移転費用の支払に

よる移転損失引当金が275百万円、未払金の増減額が190百万円減少したこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、得られた資金は527百万円（前年同四半期は322百万円の支出）となりました。これ

は主に、投資有価証券の売却による収入332百万円、敷金及び保証金の回収による収入331百万円等によ

るものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は817百万円（前年同四半期は185百万円の支出）となりました。これ

は主に、短期借入れによる収入850百万円の一方で、短期借入金の返済による支出1,667百万円によるも

のであります。

　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。
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（５）株式会社の支配に関する基本方針

　　①基本方針の内容

当社グループは、「Small Business Revolution（スモール・ビジネス・レボリューション）」をビ

ジョンとして掲げ、従業員20名以下の小企業を対象とし、その潜在能力を最大限に引き出し、その力を

結集することで社会に変革をもたらすことを使命と位置づけ事業活動を展開しております。このビ

ジョンの実践が企業価値及び株主共同の利益の向上に繋がると考えております。

当社は、当社株式について大量買付がなされる場合、これが当社の企業価値ひいては株主共同の利益

に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。

　しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対

する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取

締役会や株主が買付の条件等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するため

の十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買付者の提示した条件よりも有利な条件をもたら

すために買付者との交渉を必要とするもの等、当社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少

なくありません。

こうした事情に鑑み、当社は、当社株式に対する大量買付が行われた際に、かかる大量買付に応じる

べきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提案する為に必要な情報や時間

を確保したり、株主の皆様のために買付者と交渉を行うこと等を可能とすることで、当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益に反する買付行為を抑止するための枠組みが必要であると考え、平成19年５月

28日開催の当社取締役会において、当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の導入を

決議し、平成19年６月28日開催の第10回定時株主総会においてご承認いただきました。

　　②具体的な取組み

当社グループの当連結会計年度は、「本業回帰」をテーマに掲げ、経営リソースの集中による周辺事

業の縮小、グループ再編及び組織規模の最適化、財務基盤の強化、内部統制の再構築に取り組んでまい

りました。

　具体的には、(1)ＩＴパッケージの安定収益確保を行うため、ａ）販売サイクル見直しによる収益性の

確保、ｂ）モバイル版ＩＴパッケージの販売強化、ｃ）ホームページ制作のリードタイム改善に伴う納

期短縮に取り組んでまいります。

　(2)経営支援サービスの縮小として、引続きＩＴパッケージと親和性の高い各種サポートサービスや

ヤフー株式会社の連携強化を図ってまいりますが、その他支援サービスについては、収益性改善の観点

から一旦縮小を図ってまいります。

　(3)ＩＴパッケージ事業を中心とした事業展開に向けグループ再編を行うとともに、(4)組織規模の最

適化を図り、業務オペレーションの改善を推進してまいります。

　(5)財務基盤の強化を図るため、グループ資産の整理等を行ってまいります。

　(6)内部統制の再構築を行うことで、経営管理体制の強化、不正行為の再発防止策に努めてまいりま

す。

　以上の施策を重点的に取組み、「本業回帰」を推進してまいります。
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③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

するための取組み

当社は、平成19年６月28日開催の第10回定時株主総会において、株主の皆様のご承認を受け、当社株

式の大量取得行為に関する対応策（以下、「本プラン」という）を導入しました。

　本プランは、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的として、当社株券等に

対する買付等が行われる場合に、買付者又は買付提案者に対し、事前に当該買付等に関する情報の提供

を求め、当社が当該買付等についての情報収集、検討等を行う期間を確保した上で、株主に当社経営陣

の計画や代替案等を提示したり、買付者等との交渉等を行っていくための手続きを定めています。

　本プランは、以下の1)又は2)に該当する買付等がなされる場合を適用対象とします。

1)　当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付

2)　当社が発行者である株券等について、公開買付に係る株券等の株券等所有割合及びその特別関係者

の株券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付

④本プランの合理性

1)　買収防衛策の指針の要件を完全に充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の

確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保

・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を完全に充足しています。

2)　株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること

本プランは、当社株式に対する買付等がなされた際に、当該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様

が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆

様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるものです。

　

（６）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,752,000

計 1,752,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 516,154 516,154
ジャスダック
証券取引所

当社は、単元株制度を採用して
いないため、単元株式数はあり
ません。

計 516,154 516,154 ― ―

(注)「提出日現在発行数」欄には、平成21年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の権利行使により

発行された株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】　　　　　　　　　　

①旧商法第280条の20及び第280条の21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　

平成16年６月29日　定時株主総会決議

　
第１四半期会計期間末現在
(平成21年６月30日)

新株予約権の数(個)　(注１) 337

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)
(注１,２)

2,696

新株予約権の行使時の払込金額(円)
(注２)

           １株当たり　151,607

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日から
平成22年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)　(注２)

           発行価格　  151,607
             資本組入額　 75,804

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた時から権利行使時に至る
　までの間、継続して当社または当社連結子会社の取
　締役、監査役または従業員のいずれかに在任または
　在職することを要する。ただし、任期満了による退
　任、定年退職、その他取締役会が正当な理由がある
　と認めた場合はこの限りではない。
②新株予約権の割当を受けた者が権利行使期間中に死
　亡した場合、相続人がその権利を承継するものとす
　る。
③その他の条件は、取締役会決議により決定する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

　(注)１.　「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により
　　　　　 権利を喪失した者に割当られた「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式
　　　　　 の数」を減じております。
　　　２.  平成17年５月20日付で株式１株を４株、平成18年３月１日付で株式１株を２株とする株
　　　　　 式分割を行っております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予
　　　　　 約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
　　　　　 発行価格及び資本組入額」が調整されております。
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平成17年６月29日　定時株主総会決議(平成17年７月26日　取締役会決議)

　
第１四半期会計期間末現在
(平成21年６月30日)

新株予約権の数(個)　(注１) 3,083

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)
(注１,２)

6,166

新株予約権の行使時の払込金額(円)
(注２)

           １株当たり　285,705

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日から
平成23年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)　(注２)

           発行価格　  285,705
             資本組入額　142,853

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた時から権利行使時に至る
　までの間、継続して当社または当社連結子会社の取
　締役、監査役または従業員のいずれかに在任または
　在職することを要する。ただし、任期満了による退
　任、定年退職、その他取締役会が正当な理由がある
　と認めた場合はこの限りではない。
②新株予約権の割当を受けた者が権利行使期間中に死
　亡した場合、相続人がその権利を承継するものとす
　る。
③その他の条件は、取締役会決議により決定する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

　(注)１. 「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により
　　　　　権利を喪失した者に割当られた「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式
　　　　　の数」を減じております。
　　　２. 平成18年３月１日付で株式１株を２株とする株式分割を行っております。これにより「
　　　　　新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予　　　
　　　　　約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されて
　　　　　おります。
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平成17年６月29日　定時株主総会決議(平成18年１月27日　取締役会決議)

　
第１四半期会計期間末現在
(平成21年６月30日)

新株予約権の数(個)　(注１) 798

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)
(注１,２)

1,596

新株予約権の行使時の払込金額(円)
(注２)

           １株当たり　497,286

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日から
平成23年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)　(注２)

           発行価格　  497,286
             資本組入額　248,643

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた時から権利行使時に至る
　までの間、継続して当社または当社連結子会社の取
　締役、監査役または従業員のいずれかに在任または
　在職することを要する。ただし、任期満了による退
　任、定年退職、その他取締役会が正当な理由がある
　と認めた場合はこの限りではない。
②新株予約権の割当を受けた者が権利行使期間中に死
　亡した場合、相続人がその権利を承継するものとす
　る。
③その他の条件は、取締役会決議により決定する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

　(注)１. 「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により
　　　　　権利を喪失した者に割当られた「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式
　　　　　の数」を減じております。
　　　２. 平成18年３月１日付で株式１株を２株とする株式分割を行っております。これにより「
　　　　　新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予　　　
　　　　　約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されて
　　　　　おります。
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②会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成18年６月29日　定時株主総会決議(平成19年８月24日　取締役会決議)

　
第１四半期会計期間末現在
(平成21年６月30日)

新株予約権の数(個)　(注１) 1,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)
(注１)

1,000

新株予約権の行使時の払込金額(円)            １株当たり　46,100

新株予約権の行使期間
平成21年10月１日から
平成24年６月30日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)　

           発行価格　  46,100
             資本組入額　23,050

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当を受けた時から権利行使時に至る
　までの間、継続して当社または当社連結子会社の取
　締役、監査役または従業員のいずれかに在任または
　在職することを要する。ただし、任期満了による退
　任、定年退職、その他取締役会が正当な理由がある
　と認めた場合はこの限りではない。
②新株予約権の割当を受けた者が権利行使期間中に死
　亡した場合、相続人がその権利を承継するものとす
　る。
③その他の条件は、取締役会決議により決定する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡するには、当社取締役の承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

　(注)　「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式の数」は、退職等の理由により
　　　　権利を喪失した者に割当られた「新株予約権の数」及び「新株予約権の目的となる株式
　　　　の数」を減じております。　　　　　　　　　　　　　
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(3) 【ライツプランの内容】

　　　 該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年４月１日～
平成21年６月30日

― 516,154― 7,744,094― 2,141,182

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、みずほ投信投資顧問株式会社から平成21年５月22日付の大量保有報

告書（変更報告書）の写しの送付があり、平成21年５月15日現在で以下のとおり株式を所有している旨

の報告を受けておりますが、当社として当第１四半期会計期間末における所有株式数の確認ができてお

りません。

　なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は、以下のとおりであります。

名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

みずほ投信投資顧問株式会社 東京都港区三田３－５－27 16,086 3.12
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(6) 【議決権の状況】

　　　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認で

　　きないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株

　　主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式）
普通株式　　　748

―
当社は、単元株制度を採用していな
いため、単元株式数はありません。

完全議決権株式(その他) 普通株式　515,406 515,406 同上

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 516,154 ― ―

総株主の議決権 ― 515,406 ―

(注)　「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の失念株式が24株（議決権24個）が含まれており

ます。

　

② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社テレウェイヴ
(注１)

東京都新宿区西新宿２－
４－１(注２)

748 ― 748 0.14

計 ― 748 ― 748 0.14

　(注)１. 平成21年４月１日付で株式会社ＳＢＲに商号変更しております。
　　  ２. 平成21年７月30日付で住所を東京都港区芝公園２－４－１へ変更しております。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　４月 　５月 　６月

最高(円) 7,6807,4604,340

最低(円) 6,7003,5402,350

(注)　株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連

結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及

び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財

務諸表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年４

月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月

30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、清和監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,006,895 3,519,107

受取手形及び売掛金 962,697 1,166,225

たな卸資産 ※1
 75,369

※1
 92,188

その他 662,216 960,793

貸倒引当金 △102,744 △82,321

流動資産合計 4,604,434 5,655,993

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 208,068 154,232

減価償却累計額 △76,758 △77,939

建物及び構築物（純額） 131,310 76,292

車両運搬具 4,030 11,723

減価償却累計額 △3,186 △9,108

車両運搬具（純額） 844 2,615

工具、器具及び備品 660,289 692,114

減価償却累計額 △492,696 △512,413

工具、器具及び備品（純額） 167,593 179,701

建設仮勘定 2,214 3,692

貸与資産 1,039,747 1,075,579

減価償却累計額 △386,355 △350,336

貸与資産（純額） 653,392 725,242

有形固定資産合計 955,354 987,543

無形固定資産

ソフトウエア 733,109 786,991

その他 5,082 5,901

無形固定資産合計 738,191 792,893

投資その他の資産

投資有価証券 429,103 769,637

敷金及び保証金 916,551 1,203,150

賃貸用店舗資産 1,318,129 1,340,251

破産更正債権等 7,748,721 7,752,251

その他 542,712 552,204

貸倒引当金 △6,930,137 △6,773,219

投資その他の資産合計 4,025,081 4,844,275

固定資産合計 5,718,627 6,624,711

資産合計 10,323,061 12,280,705
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 242,994 331,921

短期借入金 ※2
 2,853,000

※2
 3,580,000

1年内返済予定の長期借入金 50,600 140,725

未払金 1,228,718 1,358,780

未払法人税等 17,877 68,452

賞与引当金 15,611 19,988

解約負担引当金 395,108 410,450

金融取引損失引当金 － 157,408

移転損失引当金 230,848 505,873

その他 1,061,617 895,261

流動負債合計 6,096,374 7,468,862

固定負債

負ののれん 135,920 144,981

その他 1,130,924 1,072,798

固定負債合計 1,266,844 1,217,779

負債合計 7,363,219 8,686,642

純資産の部

株主資本

資本金 7,744,094 7,744,094

資本剰余金 7,841,656 7,841,656

利益剰余金 △12,563,346 △11,905,015

自己株式 △65,195 △65,195

株主資本合計 2,957,209 3,615,539

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △5,976 △53,520

評価・換算差額等合計 △5,976 △53,520

少数株主持分 8,609 32,044

純資産合計 2,959,842 3,594,063

負債純資産合計 10,323,061 12,280,705
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 4,985,598 3,062,641

売上原価 1,614,272 1,086,043

売上総利益 3,371,325 1,976,598

販売費及び一般管理費 ※1
 3,382,774

※1
 2,268,150

営業損失（△） △11,448 △291,552

営業外収益

受取利息 5,307 3,888

受取配当金 4,464 6,446

負ののれん償却額 12,098 9,061

違約金収入 57,938 28,269

その他 15,500 14,767

営業外収益合計 95,308 62,433

営業外費用

支払利息 7,696 28,868

持分法による投資損失 20,473 －

リース解約損 10,703 －

その他 12,299 7,256

営業外費用合計 51,172 36,124

経常利益又は経常損失（△） 32,687 △265,242

特別利益

固定資産売却益 279 2,883

投資有価証券売却益 － 10,528

貸倒引当金戻入額 7,594 －

特別利益合計 7,873 13,411

特別損失

固定資産除却損 15,235 15,599

固定資産売却損 8 6,544

投資有価証券売却損 － 14,601

投資有価証券評価損 － 46,999

関係会社株式売却損 － 93,178

事業清算損 － 143,546

貸倒引当金繰入額 505,154 33,607

その他 20,691 24,147

特別損失合計 541,089 378,225

税金等調整前四半期純損失（△） △500,528 △630,056

法人税、住民税及び事業税 73,566 16,139

法人税等調整額 △855 12,243

法人税等合計 72,711 28,382

少数株主利益又は少数株主損失（△） 7,094 △108

四半期純損失（△） △580,333 △658,330
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △500,528 △630,056

減価償却費 217,571 164,906

のれん償却額 75,856 －

負ののれん償却額 △12,098 △9,061

貸倒引当金の増減額（△は減少） 342,720 178,190

賞与引当金の増減額（△は減少） △11,710 △1,977

解約負担引当金の増減額（△は減少） 18,276 △15,342

移転損失引当金の増減額（△は減少） － △275,025

金融取引損失引当金の増減額（△は減少） － △157,408

受取利息及び受取配当金 △9,771 △10,335

支払利息 7,696 28,868

持分法による投資損益（△は益） 20,473 －

関係会社株式売却益 － 93,178

投資有価証券売却益 － △10,528

投資有価証券売却損 － 14,601

投資有価証券評価損 － 46,999

固定資産売却損益（△は益） △270 3,661

固定資産除却損 15,235 15,599

事業清算損 － 143,546

売上債権の増減額（△は増加） 95,721 117,402

たな卸資産の増減額（△は増加） △27,097 8,158

営業立替金の増減額（△は増加) △578,330 －

貸与資産の取得による支出 △176,061 △9,416

賃貸用店舗資産の取得による支出 △142,604 △65,246

賃貸用店舗資産の売却による収入 － 280,968

仕入債務の増減額（△は減少） △44,223 △63,931

未払金の増減額（△は減少） △327,007 △190,881

未払費用の増減額（△は減少） △49,832 △39,019

その他 264,612 358,669

小計 △821,371 △23,478

利息及び配当金の受取額 32,889 9,965

利息の支払額 △7,644 △28,137

事業清算損の支払額 － △57,444

法人税等の支払額 △126,594 △48,184

営業活動によるキャッシュ・フロー △922,721 △147,279
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △28,437 △72,661

有形固定資産の売却による収入 19,670 －

無形固定資産の取得による支出 △128,503 △80,648

投資有価証券の売却による収入 － 332,636

敷金及び保証金の差入による支出 △47,689 △61,527

敷金及び保証金の回収による収入 16,128 331,339

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△139,082 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

－ △62,230

貸付けによる支出 △315 △2,500

貸付金の回収による収入 1,237 70,390

その他 △15,630 72,858

投資活動によるキャッシュ・フロー △322,622 527,655

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 500,000 850,000

短期借入金の返済による支出 △500,000 △1,667,125

長期借入金の返済による支出 △74,620 －

配当金の支払額 △55,589 △463

その他 △55,041 463

財務活動によるキャッシュ・フロー △185,251 △817,125

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,430,594 △436,748

現金及び現金同等物の期首残高 4,521,859 3,411,892

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 3,091,264

※1
 2,975,143
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

１　連結の範囲に関する事項の変更

 (1)連結の範囲の変更

当第１四半期連結会計期間において、株式会社テレウェイヴリンクス及び株式会社

アイピーアンドケイは、平成21年４月１日付で当社が吸収合併したことにより、

株式会社築地魚河岸やっちゃば倶楽部及び株式会社アペックス・インターナショナ

ルは、すべての保有株式を売却したことにより、連結の範囲から除外しております。

（会計方針の変更）

当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範

囲の決定に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第22号　平成20年５月13日）を

適用しております。この変更に伴う損益に与える影響はありません。

 (2)変更後の連結子会社の数

６社
 
　
【表示方法の変更】
　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

（四半期連結貸借対照表関係）

１. 前第１四半期連結会計期間において、区分掲記しておりました流動資産の「営業立

替金」は金額的重要性が減少したため、当第１四半期連結会計期間より流動資産の

「その他」に含めて表示しております。なお、当第１四半期連結会計期間の「営業立

替金」は39,377千円であります。

２. 前第１四半期連結会計期間において、流動負債の「その他」に含めて表示しており 

ました「未払金」は金額的重要性が増したため、当第１四半期連結会計期間より区 

分掲記しております。なお、前第１四半期連結会計期間の「未払金」は894,443千円

であります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

１. 前第１四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「営業活動による　 

キャッシュ・フロー」の「営業立替金の増減額（△は増加）」は金額的重要性が 

減少したため、当第１四半期連結累計期間より「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「その他」に含めて表示しております。なお、当第１四半期連結累計期間の

営業立替金の増減額（△は増加）」は80,035千円であります。

２. 前第１四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の　 

「その他」に含めて表示しておりました「賃貸用店舗資産の売却による収入」は、

金額的重要性が増したため、当第１四半期連結累計期間より区分掲記しております。

なお、前第１四半期連結累計期間の「賃貸用店舗資産の売却による収入」は8,400千

円であります。

 
　
【簡便な会計処理】
　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

１．棚卸資産の評価方法

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正

味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

２．固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期

間按分して算定する方法によっております。
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【注記事項】
(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

※１　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

　 商品及び製品 72,921千円

　 原材料及び貯蔵品 2,448千円

　 計 75,369千円

※１　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

　 商品及び製品 77,975千円

　 原材料及び貯蔵品 14,212千円

　 計 92,188千円

※２ 当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約

　　　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行２行と当座貸越契約及び貸出コミットメントライ

ン契約を締結しております。

　　　当第１四半期連結会計期間末における当座貸越契約

及び貸出コミットメントラインに係る借入未実行残

高は、次のとおりであります。

当座貸越極度額及び貸出コミッ
トメントラインの総額

1,500,000千円

借入実行額 250,000千円

差引額 1,250,000千円

※２ 当座貸越契約及び貸出コミットメントライン契約

　　　当社及び一部の連結子会社においては、運転資金の効

率的な調達を行うため、取引銀行４行と当座貸越契

約及び貸出コミットメントライン契約を締結してお

ります。

　　　当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コ

ミットメントラインに係る借入未実行残高は、次の

とおりであります。

当座貸越極度額及び貸出コミッ
トメントラインの総額

2,200,000千円

借入実行額 1,100,000千円

差引額 1,100,000千円

　 ３　保証債務

　　　東京センチュリーリース株式会社との業務提携契約
に従い、当社の販売商品に係る東京センチュリー
リース株式会社のリース契約先64件に対する未経過
リース料総額82,626千円の債務保証を行っておりま
す。

　　　三井住友ファイナンス＆リース株式会社との業務提
携契約に従い、当社の販売商品に係る三井住友ファ
イナンス＆リース株式会社のリース契約先52件に対
する未経過リース料総額79,499千円の債務保証を
行っております。
　また、三菱UFJリース株式会社との業務提携契約に
従い、当社の販売商品に係る三菱UFJリース株式会社
のリース契約先19件に対する未経過リース料総額
31,773千円の債務保証を行なっております。

　 ３ 保証債務

　　　東京センチュリーリース株式会社との業務提携契約
に従い、連結子会社の販売商品に係る東京センチュ
リーリース株式会社のリース契約先72件に対する未
経過リース料総額106,507千円の債務保証を行って
おります。

　　　三井住友ファイナンス＆リース株式会社との業務提
携契約に従い、連結子会社の販売商品に係る三井住
友ファイナンス＆リース株式会社のリース契約先56
件に対する未経過リース料総額91,608千円の債務保
証を行っております。
　また、三菱UFJリース株式会社との業務提携契約に
従い、連結子会社の販売商品に係る三菱UFJリース株
式会社のリース契約先21件に対する未経過リース料
総額38,100千円の債務保証を行なっております。
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(四半期連結損益計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
  至　平成21年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金　　

　額は次のとおりであります。

　 従業員給与手当 1,340,097千円

　 賞与引当金繰入額 1,149　

　 解約負担引当金繰入額 60,528　

　 のれん償却額 75,856　
　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金　　

　額は次のとおりであります。

　 従業員給与手当 1,025,283千円

　 賞与引当金繰入額 8,303　

　 解約負担引当金繰入額 112,735　
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成20年６月30日現在)

現金及び預金勘定 3,318,082千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△163,000千円

別段預金 △63,817千円

現金及び現金同等物 3,091,264千円
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成21年６月30日現在)

現金及び預金勘定 3,006,895千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金
△20,000千円

別段預金 △11,751千円

現金及び現金同等物 2,975,143千円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日

　至　平成21年６月30日)
　
１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 516,154

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 748

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

　５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)及び当第１四半期連結累計

期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　当社グループの事業はソリューション事業の単一事業であります。従いまして、開示対象となるセグ

メントはありませんので、記載を省略しております。
　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)及び当第１四半期連結累計

期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、当該事項はありませ

ん。
　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)及び当第１四半期連結累計

期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　海外売上高がないため、当該事項はありません。

　

(企業結合等関係)

　当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　共通支配下の取引等

　１．結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引

　　の目的を含む取引の概要

　　(1) 結合当事企業の名称及びその事業の内容

　　　　　結合企業の名称　　株式会社テレウェイヴリンクス及び株式会社アイピーアンドケイ

　　　　　事業の内容　　　　ＩＴパッケージの販売、経営支援サービスの提供及び通信機器、通信

　　　　　　　　　　　　　　回線の販売等

　　(2) 企業結合の法的形式

        　当社を存続会社、株式会社テレウェイヴリンクス及び株式会社アイピーアンドケイを消滅

　　　　会社とする吸収合併

　　(3) 結合後企業の名称

　　　　　株式会社ＳＢＲ

　　(4) 取引の目的を含む取引の概要

　　　　　当社グループは、純粋持株会社である当社の下、中核事業会社である株式会社テレウェイ

　　　　ヴリンクスを中心に、Ｍ＆Ａ等により多数の企業を傘下におさめグループ運営を行ってまい

　　　　りましたが、前連結会計年度より「選択と集中」をテーマに、収益性を基準とした取り組み

　　　　優先順位の厳格化を行い、グループ再編を実行しております。

　　　　　このような中、経営の意思及び方針伝達の迅速化と、重複する間接コストの削減を目的に

　　　　株式会社テレウェイヴリンクス及び株式会社アイピーアンドケイを吸収合併し、商号を株式

　　　　会社ＳＢＲに変更いたしました。

　　(5) 合併期日

　　　　　平成21年４月１日

　２．実施した会計処理の概要

　　　　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基

　　　準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成

　　　19年11月15日）に基づき共通支配下の取引として処理しております。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

5,726.03円 6,911.09円

　
(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 2,959,842 3,594,063

普通株式に係る純資産額（千円） 2,951,232 3,562,019

差額の主な内訳（千円） 　 　

　少数株主持分 8,609 32,044

普通株式の発行済株式数（株） 516,154 516,154

普通株式の自己株式数（株） 748 748

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数（株）

515,406 515,406

　

２．１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純損失(△) △1,126.05円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円
　

１株当たり四半期純損失(△) △1,277.31円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 －円
　

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であ

るため、記載しておりません。

(注)２．１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年６月30日)

　　四半期純損失(△) (千円) △580,333 △658,330

　　普通株式に係る四半期純損失(△) (千円) △580,333 △658,330

　　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　　普通株式の期中平均株式数(株) 515,371 515,406

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当
たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜
在株式について前連結会計年度末から重要な変動
がある場合の概要

― ―
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(重要な後発事象)

　当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

 連結子会社の株式譲渡について

当社は、平成21年７月16日開催の取締役会決議に基づき、連結子会社である株式会社テンポリノベー

ションの全株式を譲渡いたしました。 

  なお、本取引後、当該会社は当社の連結子会社より除外されます。

(1) 譲渡の理由

当社グループは、前連結会計年度より「選択と集中」をテーマに収益性を基準とした取組み優先順位

の厳格化を図ってまいりました。事業の柱であるＩＴパッケージ販売へ経営リソースを集中させること

による「本業回帰」をテーマに掲げ、経営リソースの集中による周辺事業の縮小やグループ再編及び組

織規模の最適化に取り組んでおり、当社グループの事業戦略における関連性を検討した結果、株式譲渡を

決定いたしました。
　
(2) 異動する連結子会社の概要

①商号　　　　　株式会社テンポリノベーション

②所在地　　　　東京都港区芝公園二丁目４番１号

③代表者　　　　代表取締役　北本　聖

④設立年月日　　平成19年11月27日

⑤主な事業内容　飲食店出店・閉店支援事業

⑥資本金の額　　10百万円

⑦事業年度の末日３月31日

⑧従業員数　　　22名（平成21年3月31日現在、派遣社員含む）

⑨当社の出資比率 100％

⑩最近事業年度における業績の動向
                                      （単位：百万円）

　 平成20年12月期 平成21年３月期

売上高 1,051 299

経常利益 39 56

当期純利益 32 26

総資産 1,320 1,279

純資産 443 470

 (注)平成21年3月期は、決算期変更による３ヶ月決算となっております。

(3) 株式の譲渡先

①商号　　　　 株式会社クロップス

②所在地　　　 愛知県名古屋市中村区名駅四丁目23番9号　　

③代表者　　　 代表取締役　前田　博史

④設立年月日　 昭和52年11月2日

⑤主な事業内容 au携帯電話の販売及び付随するサービス全般　

⑥資本金の額　　243百万円

⑦当社との関係　資本関係：ありません 

　　　　　　　　　人的関係：ありません 

　　　　　　　　　取引関係：ありません

(4) 株式譲渡の概要 

　　①異動前の所有株式数　200株（所有割合 100.0%） 

 　 ②異動株式数　　　　　200株 

　　③異動後の所有株式数　　0株（所有割合　 0.0%）

(5) 日程 

  　平成21年7月16日 取締役会決議及び株式譲渡契約締結

 　 平成21年7月16日 株式譲渡
　

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成21年７月27日

株式会社ＳＢＲ

取締役会　御中

　

清和監査法人

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　川　田　増　三　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　大　塚　貴　史　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ＳＢＲ（旧社名：株式会社テレウェイヴ）の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年

度の第１四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る訂正報告書の四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算

書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＳＢＲ及び連結子会社の平成20年６

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

四半期報告書の訂正報告書の提出理由の記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の４の７第

４項の規定に基づき四半期連結財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の四半期連結財務諸表につい

て四半期レビューを行った。
　
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

　

以　上
　
 
(注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管している。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

株式会社ＳＢＲ(E02954)

四半期報告書

34/35



独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成21年８月13日

株式会社ＳＢＲ

取締役会　御中

　

清和監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　川　田　増　三　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　大　塚　貴　史　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ＳＢＲの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成

21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月

30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＳＢＲ及び連結子会社の平成21年６

月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　

以　上

　

　

 
(注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管している。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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